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YC ?? ??  (1) 
 
を基本形とするものである。一般に、所得や消費といったマクロ変数は、その主体で
ある人口の年齢別に得られるものではない。そこで、Fair and Dominguez [1991]では、
年齢別消費構造は連続的に変化する 2 次の Almon Lag に従う定数項で捉える工夫を行
っている。これにより推定すべき係数の数を少なくし、自由度の低下を防ぐと同時に、
定数項の連続的変化を通じて対象経済の消費パターンをつかむものである。 










???          (2) 
 
 しかし、この定式化では年齢区分の数だけの係数推定が必要となり、自由度の点で
問題が生じる。Fair and Dominguez [1991]では、年代別人口比率の係数に以下の制約を
設定する。定数 n は年齢区分の階層数である。 
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210 jajaaj ????  (j=1,2,,,,,n)  (3) 
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 (3)式を(4)式に代入すると、 
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で Z1及び Z2を定義すれば、推定する消費関数（(2)式）は以下の式になる。 
 









1               



















































1964 年、1982 年については「年齢不詳」人口（1964 年で人口の 0.6～0.7％程度、1982
年では無視できる規模）が記載されているため、年齢構成で按分しておく2。なお、1953
年、1964 年統計には 120 歳、130 歳といった年齢の人口が報告されている（1953 年統













上なるべく長期の連続した時系列とするため、1988 年及び 2000 年のデータをそれぞれ前









高齢階級が「80 歳以上」「79 歳以上」「85 歳以上」などと区々である。ここでは一番
短い「79 歳以上」に揃えて考察する。これにより最後尾の階級がそれ以前と不連続に

















                                                   
3 1982 年～1986 年についても直線補間したデータを準備して同様の分析を試行したが、推定結果は安定  
的でなかった。 






















































































年齢構成は中国では 0 歳～84 歳の各歳（及び 85 歳以上）、日本では 0 歳～78 歳（及び
79 歳以上）がそれぞれ共通のくくりで利用可能である。ここでは、年齢構成を取り込んだ
消費関数推計に、両国共通に用いることのできる 15 歳以上 78 歳までの 1 歳刻み（64 階層）
の詳細データを用いる。定式化は(5)式の通りである。サンプル期間も共通とするため、1989
年～2007 年とする（19 サンプル）。 
 
（モデルの基本形） 







PCPC  =  -60.25  +0.37741 *GDPPC  +224.251*Z1  -3.776 * Z2 
  (0.044)   (15.056)          (1.965)      (1.262) 
DW  =  1.2378     R-SQ(ADJ)  =  0.9992  F = 7147.8 
 
【日本】 
PCPC  =  482.56  +0.41351 *GDPPC  +933.537*Z1  -12.912 * Z2 
  (2.033)   (7.236)          (3.878)      (3.756) 






R-SQ(ADJ)は自由度修正決定係数、F は F 統計量、推定期間は 1989-2007（19 年間）である。





前節のモデルで推定された、Z1 及び Z2 の係数 a1 及び a2 から、各年齢階層別の係数
αj (j=1,2,...,70) を算出し、中国と日本の年齢階層別消費構造を見る。係数については
章末の附表１－１及び１－２を参照のこと。係数 a2は制約式(3)で年齢階層の 2 次の項
に対応する係数である。 
2
210 jajaaj ????     (3)（再掲） 
推定された係数 
【中国】  【日本】 
a1    224.251  933.54 































図２－２は日本の事例である。横軸は同様に 15 歳から始まる 1 歳刻みの年齢階層を
表している。グラフから、日本の消費構造は中国のそれよりもピークが明らかに後ろ
にシフトしており、消費水準が若年層では低く、30 歳代後半に上昇、50 歳前後でもっ







































PCPC  =   -23.51  +0.37683 *GDPPC  -425.93 *CPI  +468.698 *Z1 -7.48010 *Z2 
           (0.022)   (19.151)          (3.217)       (3.990)      (2.860) 
    DW  =  1.6918      R-SQ(ADJ) =  0.9995   F = 8703.8 
 











PCPC  =  -1196.5  +0.38895 *GDPPC  -493.79 *CPI   +571.90 *Z1 -9.22369 *Z2 
          (0.724)    (16.511)          (3.268)        (3.557)      (2.874) 
+234.57 *HSIZE 
             (0.945) 
 

















PCPC = f[ GDPPC, CPI, Z1, Z2 ] 
 
２．財輸入 
  MM = f[GDP, MM(-1), PM/PGDP ] 
 
３．消費者物価 




  GDP = CP + CG + CF + J + ( X - M ) + SD 
 
５．総輸入 
  M = MM + MS 
 
６．重要圧力 
  DMP = GDP/POGDP 
 










年齢以上の高齢者集団を共通にまとめる「79 歳以上」クラスを除き、0 歳～78 歳の全





図３－１ 日中両国の 2007 年人口ピラミッド（男女・全世代） 
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に明らかなピークがある。中国では 50 代半ば、30 代～40 代、10 代後半にピークが見
られる。また、日本では 70 歳よりも上の高齢者世代の度数が大きくなっている。男女
とも日本の方が高齢化が進み、年少人口の比率が低いことは明らかである。中国で一
人っ子政策（計画生育政策）が導入された 1979 年以降（2007 年に 28 歳以下）の動き























ここでは中国の 2007 年の人口ピラミッドの各歳比率を ei、比較年の日本の人口ピ
ラミッドの各歳比率を fi とする。この統計量の大小が両方の分布の類似性を示してお
り、この値の小さい方が双方の分布の近似性が高いことを示す。ここでは、人口全体
（0 歳～78 歳）、分析対象となる人口全体（15 歳～78 歳）、及び経済活動人口世代（15




















































































































































































図３－３ 中国の 2007 年と日本の 1986 年の人口ピラミッド比較 


























中国の 2007 年の人口年齢構成は日本の 1986 年に最類似している、すなわち日本を
21 年後追いしているということを再確認するため、中国の 1989 年～2007 年（2000 年









総計 男 女 総計 男 女
1989 1967 1967 1967 1968 1967 1955
1990 1968 1968 1968 1968 1968 1955
1991 1969 1970 1969 1970 1970 1955
1992 1970 1970 1958 1970 1970 1955
1993 1971 1971 1959 1971 1972 1955
1994 1972 1972 1956 1972 1972 1956
1995 1973 1973 1973 1973 1974 1973
1996 1975 1975 1974 1975 1975 1974
1997 1976 1976 1975 1975 1975 1975
1998 1977 1977 1977 1976 1976 1976
1999 1978 1978 1978 1977 1978 1977
2000 --- --- --- --- --- ---
2001 1980 1980 1980 1979 1980 1979
2002 1981 1981 1981 1980 1980 1980
2003 1982 1982 1982 1982 1982 1981
2004 1983 1983 1983 1982 1983 1982
2005 1984 1984 1984 1983 1984 1983
2006 1985 1985 1985 1985 1985 1985






 全年齢階層で見ても 15-78 歳人口の年齢階層で見ても、近年の大まかな傾向として
は、中国人口の年齢構成は日本を約 21 年から 22 年後追いしているといってよいだろ
う。 
 
 シミュレーションでは、前節で作成した中国モデルの 2001 年～2007 年の 7 年間に
ついて、日本の年齢構成から作成された Z1 及び Z2 を外生ショックとして与える。こ









表１－２ 中国と日本の Z1 及び Z2（1989 年～2007 年） 
 
Z1 Z2 Z1 Z2
1989 -10.446 -653.54 -4.378 -323.40
1990 -10.539 -662.64 -4.177 -309.65
1991 -9.876 -631.35 -4.012 -298.37
1992 -9.585 -620.90 -3.823 -286.03
1993 -9.329 -612.50 -3.625 -273.18
1994 -9.115 -600.60 -3.396 -258.40
1995 -8.389 -568.48 -3.130 -241.94
1996 -8.101 -554.58 -2.875 -225.43
1997 -7.905 -545.94 -2.625 -208.84
1998 -7.553 -527.52 -2.364 -191.04
1999 -7.227 -512.14 -2.143 -176.49
2000 -7.118 -507.57 -1.813 -154.85
2001 -7.010 -503.09 -1.568 -138.55
2002 -6.767 -486.63 -1.335 -123.01
2003 -6.478 -469.57 -1.103 -107.72
2004 -6.296 -458.36 -0.870 -92.90
2005 -5.665 -421.15 -0.527 -71.28
2006 -5.450 -407.39 -0.321 -57.87
















SIM BASE 乖離 (%) SIM BASE 乖離 (%)
2000 4585.5 4585.5 9921.5 9921.5
2001 2868.1 4744.7 -39.6% 8775.8 10431.4 -15.9%
2002 3336.2 5117.3 -34.8% 10014.8 11453.9 -12.6%
2003 3988.8 5760.3 -30.8% 11808.4 13172.9 -10.4%
2004 4543.5 6320.1 -28.1% 13373.7 14711.9 -9.1%
2005 5030.0 6842.6 -26.5% 14767.3 16119.0 -8.4%
2006 5627.8 7473.4 -24.7% 16465.2 17822.1 -7.6%
2007 6234.4 8157.1 -23.6% 18193.6 19606.9 -7.2%
SIM BASE 乖離 (%)
2000 1.0000 1.0000
2001 0.8940 0.9990 -10.5%
2002 0.8310 0.9970 -16.6%
2003 0.8150 1.0260 -20.6%
2004 0.8170 1.0620 -23.1%
2005 0.8210 1.0920 -24.8%
2006 0.8300 1.1200 -25.9%
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年齢 (j) αj 年齢 (j) αj
15 -1.58055 51 1.14562
16 -1.36362 52 1.07208
17 -1.15476 53 0.99046
18 -0.95397 54 0.90078
19 -0.76124 55 0.80303
20 -0.57659 56 0.69722
21 -0.40001 57 0.58333
22 -0.23149 58 0.46137
23 -0.07104 59 0.33135
24 0.08134 60 0.19326
25 0.22565 61 0.04710
26 0.36189 62 -0.10713
27 0.49006 63 -0.26943
28 0.61017 64 -0.43980
29 0.72220 65 -0.61824
30 0.82617 66 -0.80474
31 0.92207 67 -0.99932
32 1.00990 68 -1.20196
33 1.08966 69 -1.41267
34 1.16135 70 -1.63145
35 1.22498 71 -1.85830
36 1.28053 72 -2.09321
37 1.32802 73 -2.33620
38 1.36744 74 -2.58725
39 1.39879 75 -2.84637
40 1.42207 76 -3.11357
41 1.43728 77 -3.38883















年齢 (j) αj 年齢 (j) αj
15 -19.79181 51 6.68388
16 -18.46437 52 6.79348
17 -17.17076 53 6.86926
18 -15.91098 54 6.91120
19 -14.68503 55 6.91932
20 -13.49290 56 6.89361
21 -12.33461 57 6.83407
22 -11.21014 58 6.74070
23 -10.11950 59 6.61350
24 -9.06269 60 6.45248
25 -8.03971 61 6.25762
26 -7.05056 62 6.02894
27 -6.09524 63 5.76643
28 -5.17375 64 5.47009
29 -4.28608 65 5.13992
30 -3.43224 66 4.77592
31 -2.61224 67 4.37809
32 -1.82606 68 3.94644
33 -1.07371 69 3.48095
34 -0.35519 70 2.98164
35 0.32951 71 2.44850
36 0.98037 72 1.88152
37 1.59740 73 1.28072
38 2.18061 74 0.64610
39 2.72999 75 -0.02236
40 3.24554 76 -0.72465
41 3.72726 77 -1.46076




















01. 一人あたり民間消費 (PCPC) [1989-2007] 
CP/POP = -23.5069 +0.3768*(GDP/POP) -425.9320*CPI +468.6984*Z1 -7.4801*Z2 
           (0.02)    (19.15)           (3.22)         (3.99)       (2.86) 
           DW = 1.6918  R-SQ(ADJ) = 0.9995  F-STAT=8703.8 
 
02. 財輸入 (ln MM) [1979-2007] 
ln MM = -2.8079 +0.6428*ln(GDP ) +0.6000*ln(MM-1) -0.5705*ln(PM/PGDP) 
          (3.17)   (3.22)          (4.61)          (3.11) 
+0.3190*D8485 -0.2360*D98 
       (3. 67)        (2.28) 
         H-STAT=1.2882  R-SQ(ADJ)=0.9933  F-STAT=829.0 
 
03. 消費者物価 (ln(CPI)) [1979-2007] 
ln CPI = -0.3166 +0.3651*ln(CPI-1) +0.5264*ln(PGDP) +0.1480*ln(EXR) +0.1062*D89 
          (5.20)  (4.92)           (6.13)          (5.20)           (3.78) 
        H-STAT=2.8947  R-SQ(ADJ)=0.9978  F-STAT=3130.9 
 
（定義式） 
01. 国内総支出 (GDE) 
  GDE = CP + CG + CF + J + ( X - M ) 
  
02. 国内総生産 (GDP) 
  GDP = GDE + SD 
 
03. 総輸入 (M) 
  M = MM + MS 
 
04. 需要圧力 (DMP) 
  DMP = GDP/POGDP 
 
（注）OLS による推定。( ) 内は t-値、DW は Durbin-Watson 統計量、H-STAT は Durbin







 CP 民間消費   1978-2008 
 CPI 消費者物価指数   1978-2008 
 DMP 需要圧力   1978-2008 
 GDE 国内総支出   1978-2008 
 GDP 国内総生産   1978-2008 
 M 総輸入   1978-2008 




 CF 総固定資本形成   1978-2008 
 CG 政府消費   1978-2008 
 EXR 為替レート   1978-2008 
 J 在庫増減   1978-2008 
 MS サービス輸入   1978-2008 
 PGDP GDPデフレーター   1978-2008 
 PM 輸入デフレーター   1978-2008 
 POGDP 潜在GDP   1978-2008 
 POP 人口   1978-2008 
 SD 統計的不突合   1978-2008 
 X 総輸出   1978-2008 
 Z1 人口構造変数 (1)   1982-2007 
 Z2 人口構造変数 (2)   1982-2007 
 Dxx ダミー   1978-2008  
 
